
 

 

【協賛のお願い】 【分科会テーマ公募】 

世界銀行東京事務所ニュースレター 
2023 年（令和 5 年）11 月号 

マラケシュ総会（10/9-15） 
ビジョン・ステートメントの見直し 

マラケシュ総会では、世界銀行のビジョン・ステートメント「Our 
dream is a world free of poverty」（我々の夢は貧困のない世界）

への「on a livable planet（生活しやすい地球で）」の追加が合意

されました（写真：世銀本部正面入口）。また、業務運営の見直

し（国際公共財（気候変動・パンデミックなど）への重点化・案件組成の短縮化）や、

財務運営（自己資本比率の見直しなど）についても新たな方針が打ち出されました。 

９つの開発銀行間での新たな協力関係を構築 

マラケシュ総会では、世界銀行・米州開発銀行・アジア

開発銀行・欧州復興開発銀行・アフリカ開発銀行など９

つの開発銀行の間で、新たな協力関係の構築に向けた合

意が発表されました。開発銀行間の協力を深め、融資規

模の拡大（10 年で 3,000～4,000 億ドル程度）、気候変動

への取り組みや民間セクターとの関係強化などを進めていくこととしています。 

デジタル分野：チェン副総裁来日（10/30-31） 
デジタル・インフラ担当のチェン副総裁は、G7 群馬高崎

デジタル・技術大臣会合への参加に続き、本年 2 度目の

訪日を行いました。訪日中、同副総裁は、世界銀行国会

議員連盟（会長：松本剛明衆議院議員）との意見交換に

臨んだほか、総務省・財務省を訪問しました。 

UR2024（防災国際会議＠兵庫県姫路市）：分科会・協賛のお願い 
世界銀行は、来年 6 月の防災国際会議（UR2024：自然災

害リスクへの理解を深める＠兵庫県姫路市）開催に向け、

各府省・兵庫県庁・姫路市など関係各方面のご協力を得て

準備を進めています。同会議では、開会式や全体会合に加

え、多数の分科会を予定しており、テーマを公募中です（締切：11/8）。また、様々

な観点から防災に携わる企業・団体の皆様方による協賛をお願いしています。詳細は、

右記 QR コードからご確認ください。 

https://urpartner.io/ur24-partner/
https://urpartner.io/ur24-call_for_sessions/


 

 （編集：世界銀行東京事務所 開 裕香子） 

 

国際医療福祉大学公開講座「世界の人々の健康と持続的発展」(10/25)  

世界銀行東京事務所は、国際医療福祉大学・山本尚子教授

（前 WHO 事務局長補）主宰の乃木坂スクール公開講座

「世界の人々の健康と持続的発展―食のシステムと栄養か

ら考える」に、西井孝明講師（味の素株式会社・特別顧

問）、西田千鶴講師（元WHO安全・健康及び持続可能な食

生活分野ユニットヘッド）と共に登壇しました。同公開講座において、世界銀行東京

事務所登壇者は、世界銀行がインドネシアで協力する栄養改善事業を素材に、共通の

目標達成に向け、統一的な司令塔の下、関係各省、地方公共団体、農村部集落など、

様々な関係者を取りまとめていくための仕組みを設けることの重要性を指摘しました。 

TDLC の動き 

対話型研修（TDD）：質の高い都市インフラのための資金調達（10/16-20） 

アジアや南米など 9 か国の政府・自治体関係者を招いて行

われた今回の TDD では、官民連携事業で整備された施設

（横浜市川井浄水場、富山市総曲輪レガートスクエア・次

世代型路面電車システム（LRT））の視察も織り交ぜつつ、

国土交通省のご協力も得て、都市の持続可能性や社会的包

摂性、適切なガバナンスなどに焦点を当てた議論を行いました。また、「質の高いイ

ンフラ（QII）投資と人的資本開発の連携促進に向けて」と題したセミナーも開催し、

インドネシア・ベトナム・セネガル・イエメンにおける都市インフラ事業の例に触れ

つつ、社会的包摂性を意識したインフラ投資の進め方などについて議論しました。 

技術支援：マダガスカル都市開発（9/25-29） 

TDLC は、日本の都市専門家を帯同し、世界銀行が協力す

るマダガスカルの都市開発事業（マダガスカル・大アンタ

ナナリボ統合都市開発・レジリエンスプロジェクト）の実

施支援（密集市街地における市民参加型の都市再生などに

関するワークショップへの参加）に当たりました。 

東京防災ハブ：ウルグアイにおける学校の水害リスク評価支援 
ウルグアイでは、2019年の豪雨を受け、水害に対する強靭化を求

める声が高まっており、世界銀行の協力の下、学校施設の水害対

策に焦点を当てたレポート（写真）を作成しました。11/1 開催の

教育行政機関向けワークショップには、東京防災ハブが派遣する

日本の学校建築専門家も参加し、日本の学校施設における水害対

策の知見の共有を図ります。 


